
評価指標 実施した取組内容及びその効果 目標の達成状況
実施において明らかになった課題と
今後の対応方針

【２(1)】

一者応札件数割
合：１０％未満

予定価格の金額に応じた競争参加資
格要件の緩和を行ったほか、公告期
間の延長（従前の原則１０日以上→
２０日以上を確保）を実施し、数多
くの業者が入札等に参加できるよう
に競争性の確保に努めた。

令和２年度：3件/32件（9.4％）
令和３年度：2件/19件（10.5％）
令和２年度と比べると、契約件数は
３２件から１９件に大きく減り、一
者応札の件数については、２件に留
まった。一者応札件数割合として
は、10.5％となった。
一者応札が生じてしまう理由とし
て、研修システム開発等の調達にお
いては、コロナ禍によるエンジニア
等の人材不足や入札参加資格の条件
（※１）を満たせない者が多かった
ことが、電気の調達においては、新
電力が仕入れ値高騰により安定的な
電力の供給が困難になったことが影
響したと考えられる。

参考（※１）
　ＩＳＯ９００１：品質マネジメント
システム規格の認証
　ＩＳＯ２７００１：情報セキュリ
ティマネジメント規格の認証
　プライバシーマーク：個人情報に係
る体制の認証

手続きを早期に行うようにするとと
もに、仕様作成の担当と事前に情報
共有を図っていくこととする。
また案件により業者への積極的な声
掛けを行う等の方法を用いる。
仕様における特定性の排除。
入札参加資格要件の緩和

会場借上げや契約を秘密にする必要
がある契約　→　随意契約

【２(2)】

前年度比単価・経
費の節減額

国立特別支援教育総合研究所、国立
青少年教育振興機構、国立女性教育
会館及び本機構の４法人で、物品の
共同調達を実施した。

４法人においては、１７業務につい
て共同調達等を実施した。調達数量
をまとめたことによるスケールメ
リットが働き、非常食、古紙の溶解
等の単価の抑制に効果があった。
また、筑波大学等８機関でコピー用
紙・トイレットペーパーの共同調達
を実施した。

経費の節減を図ることができた。

引き続き共同調達を行い、経費の削
減を図る。

【３(1)】

監査室による点検
実績等

業務監査及び会計監査を、書面監
査、実地監査により実施した。
今年度においては、新型コロナウイ
ルス感染症の状況を踏まえ、他法人
の監査員を加えて実施することは中
止した。

計画に定めた各項目について、業務
監査、会計監査の中で点検を実施し
た。

計画通り点検を実施できた。

引き続き、他法人の監査員を加えて
実施することとしている。

監査の実施時期、実施方法について
検討する必要がある。

【３(2)】

契約検証チームに
よる点検実績等

新たな随意契約の案件について契約
検証チームによる点検を実施した。

会計規程における「随意契約による
ことができる事由」に該当する案件
の点検を行ったほか、より競争性の
ある調達手続の実施の可否の観点か
ら点検を受け、その結果、公正性・
公平性・透明性を確保することがで
きた。

令和３年度に対象となった以下の５
件について点検を行った。

第１回（令和３年９月８日）
・財務会計システム移行及びシステ
ム連携
第２回（令和３年１２月２１日）
・東京事務所（大手町）原状復帰工
事
第３回（令和４年１月１９日）
・財務会計システム保守
第４回（令和４年２月２日）
・免許状更新講習業務支援システム
のクラウドサービス利用
第５回（令和４年２月２８日）
・研修のBYOD化に伴うセキュリティ
強化

随意契約に当たっては、契約の相手
方が一者しかあり得ないのか、参加
資格や条件が適切か、仕様内容等が
妥当か等について引き続き検証チー
ムにより、厳格に検証していくこと
とする。

【３(3)】

不祥事の発生の未
然防止・再発防止
のための取組の実
施結果

調達に関して、不祥事の発生の未然
防止・再発防止のための取組として
契約事務処理マニュアルを職員へ周
知し、意識付けの徹底を行った。

令和３年度において不祥事が発生す
ることはなかった。

今後も必要に応じて牽制体制の整備
や規程及びマニュアル等の見直しを
行い、周知徹底を図るとともに情報
共有に努めていくこととする。

令和３年度調達等合理化計画の実施状況に対する自己評価


